
新聞協会の地球温暖化対策の取り組み

～「第３次自主行動計画」移行２年目を迎えて～
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2

新聞は、国の内外で日々起きる広範なニュースや情
報を正確に報道し、多様な意見・論評を広く国民に
提供することによって、民主主義社会の健全な発展
と国民生活の向上に大きく寄与している。

新聞が果たす公共的・社会的役割は、全国津々
浦々に張り巡らされた戸別配達網・新聞販売所の活
動によって支えられている。

デジタル化が進み、多様な情報伝達手段が登場す
る今日だが、新聞は中核的メディアとして機能してい
る。

はじめに



加盟社数：新聞104社 通信4社 放送22社 （2017年12月現在）

新聞社従業員数：98社（法人単位）4万2248人（2017年4月現在）

発行部数：4212万8189部 （2017年10月現在。朝夕刊セット１部換算）

戸別配達率：95.0％ （2017年10月現在）

1世帯当たり部数：0.75部 （2017年10月現在）
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１．新聞協会の概要



（別会社）

読者

新聞社

通信社

輸送会社

販売所

印刷工場 （独立事業者）

※折り込み広告
（新聞に折り込ん
であるチラシ）は、
新聞社から独立
した新聞販売所
の事業。

（外部委託）

※新聞をトラッ
クで運ぶ輸送
各社は、ルート
の最短化や共
同輸送などで
工夫している
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１．新聞協会の概要

新聞が
届くまで



１．新聞協会の概要

5

多くの方が新聞を読んでいます

「2015年全国メディア接触・評価調査」結果



１．新聞協会の概要
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新聞が評価されているポイント

「2015年全国メディア接触・評価調査」結果



正確な情報と公正な論評で、民主主義の
発展に寄与する新聞

デジタル化の進展とともに発行部数は漸減傾向

次代を担う小・中・高校生や大学生、若いビジネス
マンが紙の新聞に親しみ、その良さを知ってもらう
ことが重要な課題。
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１．新聞協会の概要



8

ＮＩＥ (Newspaper in Education ＝教育に新聞を)
学校などで新聞を教材として活用すること。教育界と新聞界が協力し、
社会性豊かな青少年の育成や活字文化と民主主義社会の発展などを目
的に全国で展開している。
全都道府県で５５０校（小学校204、中学校201、高校122など）がＮＩ
Ｅ実践校に指定されている（2017年度）。

ＮＩＢ（Newspaper in Business ＝ビジネスに新聞を）
全国の企業や大学・専門学校に記者経験者らを派遣して「出前授業」
を展開している。コミュニケーション力、情報収集・分析力などは社
会人として欠かせない能力であり、これらを身につけるために新聞を
活用してもらっている。

（出前授業カリキュラム例）
情報の活用法、時事問題や地域経済の解説、話を聞く・伝えるスキルの講座など。
新入社員からベテラン社員、大学生らを対象に、記事を使ったグループワークやディベートなどを含
む参加型の授業を実施している。

１．新聞協会の概要



紙媒体と電子媒体の関係

報道機関が地球温暖化対策に貢献する手段は、国民に
あまねく情報を伝達すること。この使命を全うする媒
体として、我々は、環境負荷低減を目的に「紙」を減
らして「電子」媒体を増やすという考え方はとってい
ない。

「紙」か「電子」かの以前に、国民が情報に接する機
会を増やすことが重要であり、「紙」と「電子」のど
ちらかの需要が増えれば一方が減るというものではな
い。
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１．新聞協会の概要



新聞・通信各社は、企業として、省エネ・リサ
イクル活動を推進し、地球温暖化防止に向けた
努力をする。

新聞・通信各社は、報道・言論・事業活動を通
じ、環境問題に対する読者の意識を高める。

２．新聞協会の環境対策の取り組み

（基本認識と対応）

基本認識と対応
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（新聞協会組織としての対応）

２．新聞協会の環境対策の取り組み
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新聞メディアの強化に関する委員会
（15社15人の経営トップで構成）

｜

新聞・通信社環境対策会議
（15社15人の総務・管理部門責任者で構成）

経営トップ主導で推進



（第３次自主行動計画の策定）

２．新聞協会の環境対策の取り組み
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 2007年10月 「環境対策に関する自主行動計画」

 2013年 4月 「 同 第２次自主行動計画」

第２次計画における2020年数値目標を2015年度までに
達成を確認。

新たに2030年数値目標を策定のうえ、2016年12月、
「環境対策に関する第３次自主行動計画」に移行。

移行２年目の現在、鋭意努力中。



（2030年数値目標のポイント①）

２.新聞協会の環境対策の取り組み
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数値目標指標は「エネルギー消費原単位」

エネルギー消費量（原油換算・kl）

÷
延べ床面積（㎡）

2030年まで年平均１％削減を目指す



２．新聞協会の環境対策の取り組み

新たな自主行動計画（第３次）の策定について
第２次自主行動計画の2020年数値目標は、新聞・通信各社の努力により2015年度までに達成することができた。

そのため2016年12月、新たな2030年数値目標を含む「第３次自主行動計画」に移行している。

第２次 自主行動計画 第３次

エネルギー消費量（原油換算）を、
目標年において、基準年の水準より
13％以上削減する

目標
エネルギー原単位（原油換算エネルギー消費量÷延べ床面積）を、目標年まで年平均
１％削減する

2005年度 基準年 2013年度

2020年度 目標年 2030年度

電力、都市ガス、ＬＰガス、重油、
灯油、蒸気、温水、冷水

対象
エネルギー

第２次と同様

2014年度は2005年度比で
26％削減を達成

達成状況 現時点ではクリアしている（暫定値）

策定理由等

①指標をエネルギー原単位とするのは、省エネ法に準拠するものであり、数値が変動
しにくい延べ床面積を分母とすることで各社の省エネ努力が効率改善に結びつき、各
社が取り組みを推し進める動機付けになるため。数値目標も省エネ法に準拠。

②基準年は、政府公約目標の基準年と同一年である。
この設定は、未曾有とも言える節電を行なった東日本大震災発生後の年であり、さら
なる省エネに取り組むとの日本新聞協会加盟各社の姿勢の表れでもある

③目標年は、政府公約と同一年である

④加盟各社の参加率（参加社数）を向上させるため。第2次では基準年を2005年度とし
ていため、数値を遡ることができない加盟社が多数あった。第2次では約70％だった参
加率は、ほぼ100％を達成。

2014年度報告時 75社 参加社数 107社 2016年度

69% 参加率 99.1%

（2030年目標のポイント②）
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2016年度環境自主行動計画

◎参加社数 ： １０７社
（新聞・通信108社が対象）

◎社数カバー率 ： ９９.１％

参加社数、社数カバー率とも、2015年度を超えて、

ほぼ100％を達成

15

２．新聞協会の環境対策の取り組み
（2016年度参加社数・社数カバー率）



（2030年数値目標の達成状況）

２.新聞協会の環境対策の取り組み
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現時点でクリア

２０１３年度
２０１４年度
２０１５年度
２０１６年度


エネルギー消費原単位 95.55 90.01 86.40 83.31

エネルギー消費量
（原油換算・万kl）

23.32 22.22 21.50 21.32

延べ床面積（千㎡） 2441.0 2468.5 2488.7 2558.5

社数カバー率（％）
94.4

（102社）
95.4

（103社）
98.1

（106社）
99.1

（107社）

※調査は新聞協会加盟新聞・通信108社が対象。社数カバー率下のカッコ内は当該年度の調査回答社数（自主行動計画参加社数）。
※過去の電力排出係数やエネルギー消費量などに変更が出た場合は、修正のうえ再計算している。

2030年数値目標の達成状況（エネルギー消費原単位の推移）



（実施率)

不要照明の小まめな消灯 (95%）

クールビズ、ウオームビズの実施 （92%）

冷暖房機器の温度設定変更 （83%）

事務用紙使用量の削減 （82%）

（両面印刷や社内文書の電子化）

照明対応（間引き、人感センサー型導入）（81%）

工場における印刷損紙の節減 （80%）

（第３次自主行動計画の取り組み①）

２．新聞協会の環境対策の取り組み

８割以上の社が実施している環境対策
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（第３次自主行動計画の取り組み②）

２.新聞協会の環境対策の取り組み
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省エネのための具体的対策

照明のLED化

空調機器、熱源機器の更新

などなど



新聞印刷時に発生する「損紙」の節減

古紙や新聞用梱包材などのリサイクルの推進

パルプ使用量を極力減らした新聞用紙、古紙配合

率の高い再生紙の使用

インキ量を抑えることができる高濃度インキを使用

２．新聞協会の環境対策の取り組み

＜新聞の古紙回収率＞ 2016年145.4％
※新聞の古紙回収には折り込み広告も含まれるため、回収率は100％を超えている。

2006年は145.3％

＜新聞の古紙回収量＞ 413万トン ※国内古紙回収量の19.5％

（第３次自主行動計画への取り組み③）

地球温暖化対策と循環型社会の構築
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３．加盟各社の啓発活動

 技術革新
①新聞印刷工場の新空調システム（信濃毎日新聞社）
②久御山工場の照明ＬＥＤ化（京都新聞社）

 新聞記事による啓発
③意外な業種から環境分野に飛び込んだ企業を紹介した記事（共同通信社）
④朝刊解説面「論点スペシャル」（読売新聞社）

 ＷＥＢによる啓発
⑤最新環境ニュースやコラム、イベントを紹介する「中日環境ｎｅｔ」（中日新聞社）

 広告による啓発
⑥「環境教室レポート」（中国新聞社）
⑦顕彰事業関連 「北海道新聞エコ大賞」（北海道新聞社）
⑧自然の大切さを学ぶ「エコキャンプ」（山陽新聞社）

 イベントによる啓発
⑨「富士山クリーンキャンペーン」 （静岡新聞社）
⑩フォーラム「朝日地球会議」 （朝日新聞社）
⑪植林事業「つながる森プロジェクト」 （毎日新聞社）
⑫環境展示会「エコプロダクツ」 （日本経済新聞社）
⑬衣類のリユース促進事業「ふくのわプロジェクト」（産経新聞社）
⑭緑再生事業「あしたのみどりキャンペーン」 （河北新報社）
⑮中高生による海外植林活動「ハチドリ隊」（西日本新聞社）

20



３．加盟各社の啓発活動（技術革新） ①信濃毎日新聞社

21

技
術



３．加盟各社の啓発活動（技術革新） ②京都新聞社

■久御山工場の照明ＬＥＤ化

２０１１年から工場のＬＥＤ化に取り組み、２０１７
年６月全ての工事が終了、トータル８３５か所を交換
した。照明電源を１日１２時間入れると仮定すると、
１日あたり３７８kW、年間では約１３２MWの節電と
なっている（定格値試算）。

同工場はＬＥＤ化の完成により、天井照明の水銀灯の
使用を禁止している。

本社ビルでも今年度より随時、照明ＬＥＤ化推進中。
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３．加盟各社の啓発活動（記事） ②共同通信社

■「意外な業種から環境
分野に飛び込んだ企業を
紹介した新聞記事」

（２０１７年１０月３日付
中国新聞ＳＥＬＥＣＴ）

記
事
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■朝刊解説面「論点スペシャル」

テーマに合わせ、その分野の第一級の識者が解説する「論点」の拡大版。環境問題についても、節目節目で読み
応えのある主張を発信している。

３．加盟各社の啓発活動（記事） ③読売新聞社
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３．加盟各社の啓発活動（ＷＥＢ） ⑤中日新聞社

25

Ｗ
Ｅ
Ｂ

■中日環境ｎｅｔ

中部地区の最新環境
ニュースやコラム、エ
コイベントを紹介して
いる。当地区は、環境
がテーマとなった万博
や、ＥＳＤユネスコ世
界会議が開催されるな
ど、環境への意識が高
いエリアだ。



■環境教室レポート

２００２年にスタート
し今回で１６回目。参
加学校数は延べ６３校。
小・中学校で環境の大
切さを学ぶ課外授業を
実施。授業では、協賛
企業の担当者が企業の
活動を紹介し環境への
理解を深める。さらに、
紙面で採録し、読者に
も環境について考えて
もらう。

３．加盟各社の啓発活動（広告） ⑥中国新聞社

広
告
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３．加盟各社の啓発活動（広告） ⑦北海道新聞社
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■エコキャンプ２０１７

１９９８年から毎年取り組んでいる環境保護キャンペーン「山陽新聞エコプログラム」の一環。２０１７年は７月
２２、２３日に岡山県鏡野町の「のとろ原キャンプ場」で開催。岡山県内の２７家族約１１０人が植樹や自然観察
教室などの野外活動を通して自然の大切さを学んだ。

３．加盟各社の啓発活動（広告） ⑧山陽新聞社
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■富士山クリーンキャ
ンペーン２０１７

環境省が富士山箱根伊
豆国立公園指定８０周
年記念事業として「富
士山がある風景１００
選」を選定。県内の代
表的な富士山展望地を
５回シリーズで情報発
信した。

（２０１７年８月６日付紙
面）

３．加盟各社の啓発活動（イベント） ⑨静岡新聞社

29

イベント



■「朝日地球会議」

２００８年から１５年まで毎年、朝日地球環境フォーラムを開催し、地球が直面する様々な環境問題について国
内外の識者や政策決定者、省庁や企業関係者、ＮＰＯ関係者などを招いて、来場者とともに解決策を探ってきた。
昨年からテーマを環境以外にも広げて名称も「朝日地球会議」と改称し、今年は欧州をはじめ、世界各地で起き
ている「分断」をどのように乗り越えていけるのか「分断から共存へ 私たちが進む未来」をメーンテーマにし
た。３日間にわたるセッションでは、国連の「持続可能な開発目標（SDGs）」に含まれる課題も多数取り上げた。

３．加盟各社の啓発活動（イベント） ⑩朝日新聞社
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３．加盟各社の啓発活動（イベント） ⑪毎日新聞社
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つながる森プロジェクト（植林事業）



３．加盟各社の啓発活動（イベント） ⑫日本経済新聞
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■日本最大級の環境展示会

「エコプロダクツ」の開催

一般社団法人産業環境管理協会との
共催で、２０１７年１２月の３日間、
東京ビッグサイトで開催。２０１６
年は１６万７０９３人が来場した。

人と自然と地球にやさしい、最先端
の環境製品・サービスを体感しなが
ら地球温暖化の緩和などの環境問題、
持続可能な社会の実現を考えるイベ
ントを目指している。



３．加盟各社の啓発活動（イベント） ⑬産経新聞社

33



３．加盟各社の啓発活動（イベント） ⑭河北新報社

34

■あしたのみどりキャンペーン

仙台市教育委員会、仙台商工会
議所、仙台市などとの共催で２
００９年から継続して行なって
いる事業。東日本大震災後は
「失われたみどりの再生」を
テーマに実施している。

（２０１７年６月１５日付紙面）



■中高生による海外植林
活動「ハチドリ隊」

中高生に環境問題につい
て理解を深めてもらおう
と、２００８年に始めた
植林活動。

西日本新聞社と西日本新
聞エリアセンター連合会
が、砂漠化が進む中国・
内モンゴル自治区で４回、
５回目からはベトナムで
活動している。愛称は、
ハチドリが森林火災を消
そうと、くちばしで水を
運んだ南米アンデスの伝
説にちなみ、着実に環境
保護に取り組むという思
いが込められている。

２０１６年４月には、中
国の程永華駐日大使から
「中国の緑化に貢献し
た」として表彰された。
（２０１７年１０月２１日付
紙面）

３．加盟各社の啓発活動（イベント） ⑮西日本新聞社
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４．最後に

36

 戸別配達網によって紙の新聞が読者に届けられることが
日本社会の安定に寄与している。

 新聞はほとんど再生紙を使っている。

 各社は従来から啓発記事などを積極的に発信して、環境
問題の重要性を読者に伝えてきた。同時に自社ビルや関
連施設などで省エネに努力し続けている。

日ごろはスクープ競争でライバル関係にある加盟各社だ
が、環境問題についての考え方は、各社の経営トップを
含め加盟全社で共有している。



４．最後に
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新聞・通信各社は

今後も民主主義の発展に寄与し、

環境負荷低減の牽引役となるよう

業界を挙げて引き続き努力する。
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日本新聞協会ホームページ「Pressnet」

「新聞界における環境への取り組み」

http://www.pressnet.or.jp/about/environment/index.html

（注）当資料に収録する記事やデータ類の無断利用、転載を禁じます。


